
水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 05

010 上下水道審議会運営費

04 報酬

1 事業概要 06 旅費

08 報償費

09 被服費

10 備消耗品費

11 燃料費

12 光熱水費

13 印刷製本費

14 通信運搬費

2 全体計画 16 委託料

17 手数料

18 賃借料

19 修繕費

20 路面復旧費

21 動力費

22 薬品費

23 材料費

24 補償費

26 研修費

27 食糧費

29 負担金

3 事業の自己評価 30 受水費

31 保険料

33 雑費

54 補助金

56 寄附金

60 工事請負費

85 貸倒引当金繰入額

4 要求額の増減理由 単位：千円

0 0 0

うち、一般財源 155 142

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

総係費

61 134 257 123 91.79%

・水道事業の健全で円滑な運営を図るため、市長の諮問に応じて、秦野市附属機関の設置等に関す
る条例に基づき、上下水道審議会を設置・運営する。
【令和７年度】
・審議会委員数 15名
・会議開催予定 4回（水道事業会計で2回分計上）

11 21 40 19 90.48%

29 0 0 0

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

上下水道合わせて年2回開催を
予定

上下水道合わせて年4回開催を
予定

上下水道合わせて年4回開催を
予定

155 297

・各委員の確実な出席を確保できるよう開催日を慎重かつ迅速に設定する必要がある。
・各委員からの活発な意見等を引き出せるよう、議事に係る資料は、なるべく簡潔で分かりやすいも
のを作成する必要がある。

計 101 155 297 142 91.61%

297

・会議回数の増による報酬及び旅費の増
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 05

020 地下水保全事業費

04 報酬

1 事業概要 06 旅費

08 報償費

09 被服費

10 備消耗品費

11 燃料費

12 光熱水費

13 印刷製本費

14 通信運搬費

2 全体計画 16 委託料

17 手数料

18 賃借料

19 修繕費

20 路面復旧費

21 動力費

22 薬品費

23 材料費

24 補償費

26 研修費

27 食糧費

29 負担金

3 事業の自己評価 30 受水費

31 保険料

33 雑費

54 補助金

56 寄附金

60 工事請負費

85 貸倒引当金繰入額

4 要求額の増減理由 単位：千円

01 02 06 03 地下水利用協力金

01 02 06 06 農業用水道料金補填金

01 02 06 06

うち、一般財源 0 0

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

3-5-1

総係費

・地下水行政は環境産業部に一部移管されたが、地下水を主な水道水源として利用していることか
ら、地下水保全に積極的に協力し、引き続き地下水注入事業等を実施する。

50 50 50 0 0.00%

99 99 99 0 0.00%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

644 793 814 21 2.65%

19,021 21,880

注水施設の維持管理
地下水量水器の交換（8件）
負担金の支払い

注水施設の更新
地下水量水器の交換（12件）
負担金の支払い

注水施設の更新
地下水量水器の交換（4件）
負担金の支払い

24 24 24 0 0.00%

616 3,251 12,107 8,856 272.41%

16,875 14,804 8,786 △ 6,018 △40.65%

・地下水を主な水道水源として利用していることから、今後も積極的に地下水保全に協力するため、
地下水涵養に係る施設の適正な維持管理等に努めていく必要がある。

計 18,308 19,021 21,880 2,859 15.03%

0

・計量法施行令に基づく地下水量水器の交換件数の増加による増
・設備保守の観点から、注水施設のろ過機・電源盤等に係る機器の更新による増 款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

17,433 12,671 △ 4,762 △27.32%

1,588 1,700 112 7.05%

0 7,509 7,509 皆増

19,021 21,880 2,859 15.03%

神奈川県水源環境保全・再生市町村補助金



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 05

040 業務用無線維持管理費

04 報酬

1 事業概要 06 旅費

08 報償費

09 被服費

10 備消耗品費

11 燃料費

12 光熱水費

13 印刷製本費

14 通信運搬費

2 全体計画 16 委託料

17 手数料

18 賃借料

19 修繕費

20 路面復旧費

21 動力費

22 薬品費

23 材料費

24 補償費

26 研修費

27 食糧費

29 負担金

3 事業の自己評価 30 受水費

31 保険料

33 雑費

54 補助金

56 寄附金

60 工事請負費

85 貸倒引当金繰入額

4 要求額の増減理由 単位：千円

うち、一般財源 324 0

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

総係費

・水道事業で使用する業務用無線機の適切な維持管理

352 311 311 0 0.00%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

324 324

機器の保守点検・電波利用料 機器の保守点検・電波利用料 機器の保守点検・電波利用料

12 13 13 0 0.00%

・毎年度の保守点検を実施し、不備のない状態にしておく必要がある。

計 364 324 324 0 0.00%

324

・保守点検委託や電波使用料の改定がないため増減なし。
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 05

060 その他一般管理費

04 報酬

1 事業概要 06 旅費

08 報償費

09 被服費

10 備消耗品費

11 燃料費

12 光熱水費

13 印刷製本費

14 通信運搬費

2 全体計画 16 委託料

17 手数料

18 賃借料

19 修繕費

20 路面復旧費

21 動力費

22 薬品費

23 材料費

24 補償費

26 研修費

27 食糧費

29 負担金

3 事業の自己評価 30 受水費

31 保険料

33 雑費

54 補助金

56 寄附金

60 工事請負費

85 貸倒引当金繰入額

4 要求額の増減理由 単位：千円

01 02 06 06 下水道会計負担金（消耗品等）

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

総係費

108 174 117 △ 57 △32.76%

・水道事業を円滑、適切・安全に運営するため、個別事業に特定できない業務管理等の実施 0 60 50 △ 10 △16.67%

799 1,102 929 △ 173 △15.70%

977 1,378 993 △ 385 △27.94%

1,642 1,966 1,898 △ 68 △3.46%

20 21 24 3 14.29%

392 432 390 △ 42 △9.72%

1,585 1,902 1,375 △ 527 △27.71%

2,716 9,592 19,040 9,448 98.50%

52 70 65 △ 5 △7.14%

712 869 574 △ 295 △33.95%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降 117 414 524 110 26.57%

40,617 51,295

各種ＰＲ事業の実施・車両の管
理・被服貸与・光熱費・曽屋水道
記念公園等施設の維持管理など

各種ＰＲ事業の実施・車両の管
理・被服貸与・光熱費・曽屋水道
記念公園等施設の維持管理な
ど

各種ＰＲ事業の実施・車両の管
理・被服貸与・光熱費・曽屋水道
記念公園等施設の維持管理な
ど

310 312 195 △ 117 △37.50%

931 971 1,707 736 75.80%

0 20 0 △ 20 皆減

19,740 19,714 21,742 2,028 10.29%

・該当なし 1,609 1,584 1,605 21 1.33%

74 36 67 31 86.11%

計 31,784 40,617 51,295 10,678 26.29%

51,165うち、一般財源 40,460 10,705

・アセットマネジメント計画策定に伴う委託料の増
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

157 130 △ 27 △16.94%

157 130 △ 27 △16.94%



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 06
010外有形固定資産減価償却費（建物減価償却費外）

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

01 02 05 01 長期前受金戻入

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

891,936 930,892 934,826 3,934 0.42%

減価償却費

・地方公営企業法の規程に基づく、原価(取得価格)に耐用年数に応じた償却率を乗じて算出した固
定資産の減価償却費
（非現金支出）

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

930,892 934,826

耐用年数に応じた償却率を乗じ
て算出した固定資産の減価償却
費として計上する。

耐用年数に応じた償却率を乗じ
て算出した固定資産の減価償却
費として計上する。

耐用年数に応じた償却率を乗じ
て算出した固定資産の減価償却
費として計上する。

・該当なし

計 891,936 930,892 934,826 3,934 0.42%

728,289うち、一般財源 727,104 1,185

・取得資産の減価償却費が償却終了資産の減価償却費を上回ることによる増
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

203,788 206,537 2,749 1.35%

203,788 206,537 2,749 1.35%



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 06
060外無形固定資産減価償却費（施設利用権減価償却費外）

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

減価償却費

963 963 466 △ 497 △51.61%

・地方公営企業法の規程に基づく、原価(取得価格)に耐用年数に応じた償却率を乗じて算出した固
定資産の減価償却費
（非現金支出）

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

963 466

耐用年数に応じた償却率を乗じ
て算出した固定資産の減価償却
費として計上する。
・業務用無線の施設利用権
・公営企業会計システム（AMAS-
11）ｿﾌﾄｳｪｱ

耐用年数に応じた償却率を乗じ
て算出した固定資産の減価償却
費として計上する。
・業務用無線の施設利用権

耐用年数に応じた償却率を乗じ
て算出した固定資産の減価償却
費として計上する。
・業務用無線の施設利用権

・該当なし

計 963 963 466 △ 497 △51.61%

466うち、一般財源 963 △ 497

・公営企業会計システム（AMAS-11）ｿﾌﾄｳｪｱの償却終了に伴う減
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 07

010 固定資産除却費

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

資産減耗費

・地方公営企業法に基づき、固定資産を処分する際、未償却額を費用として計上する。 20,317 14,448 18,723 4,275 29.59%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

14,448 18,723

固定資産除却 固定資産除却 固定資産除却

・該当なし

計 20,317 14,448 18,723 4,275 29.59%

18,723うち、一般財源 14,448 4,275

・建設改良工事に伴う除却対象資産の増
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 07

030 たな卸資産減耗費

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

うち、一般財源 1,000 0

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

資産減耗費

・陳腐化及び劣化により不用となった貯蔵品を処分する際に発生する費用

0 1,000 1,000 0 0.00%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

1,000 1,000

陳腐化及び劣化により不用と
なった修繕用材料のほか、耐震
的な問題により使用不可となった
ものを処分する。

陳腐化及び劣化により不用と
なった修繕用材料のほか、耐震
的な問題により使用不可となっ
たものを処分する。

陳腐化及び劣化により不用と
なった修繕用材料のほか、耐震
的な問題により使用不可となっ
たものを処分する。

・陳腐化及び劣化等による不用品を区分し、順次処分していく必要がある。

計 0 1,000 1,000 0 0.00%

1,000

・増減なし
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 08

010 材料売却原価

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

うち、一般財源 1 0

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

その他営業費用

・ 給水装置工事材料として、貯蔵品販売時に、売却する材料原価を貯蔵品勘定から振替える費用
（非現金支出）

0 1 1 0 0.00%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

1 1

貯蔵品の材料を売却する際、原
価を貯蔵品勘定から振替える費
用

貯蔵品の材料を売却する際、原
価を貯蔵品勘定から振替える費
用

貯蔵品の材料を売却する際、原
価を貯蔵品勘定から振替える費
用

・該当なし

計 0 1 1 0 0.00%

1

・増減なし
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

01 営業費用 08

020 雑支出

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

うち、一般財源 1 0

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

その他営業費用

・その他の営業活動に係る費用

0 1 1 0 0.00%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

1 1

その他の営業活動に係る費用 その他の営業活動に係る費用 その他の営業活動に係る費用

・該当なし

計 0 1 1 0 0.00%

1

・増減なし
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

02 営業外費用 01

010 企業債利息

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

うち、一般財源 92,742 △ 8,801

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

支払利息及び企業債取扱諸費

・水道事業会計の企業債に対する利息の支払い

83,554 92,742 83,941 △ 8,801 △9.49%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

92,742 83,941

93百万円 84百万円 97百万円

・該当なし

計 83,554 92,742 83,941 △ 8,801 △9.49%

83,941

・利率が高い企業債の未償還元金の減
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

02 営業外費用 02

010 消費税及び地方消費税納付額

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

うち、一般財源 20,000 0

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

消費税及び地方消費税

・水道事業経営に伴う消費税及び地方消費税の申告納付
（消費税法第5条、第45条）
課税売上割合 98.7％
特定収入割合 4.1％

35,397 20,000 20,000 0 0.00%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

20,000 20,000

水道事業会計の消費税及び地
方消費税の申告納付

水道事業会計の消費税及び地
方消費税の申告納付

水道事業会計の消費税及び地
方消費税の申告納付

・該当なし

計 35,397 20,000 20,000 0 0.00%

20,000

・増減なし
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

02 営業外費用 03

010 不用品売却原価

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

雑支出

・不用品を売却処分する際、帳簿上の価格を処理する費用
（非現金支出）

0 1 1 0 0.00%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

1 1

不用品を売却処分する際、帳簿
上の価格を処理する費用

不用品を売却処分する際、帳簿
上の価格を処理する費用

不用品を売却処分する際、帳簿
上の価格を処理する費用

・該当なし

計 0 1 1 0 0.00%

1うち、一般財源 1 0

・増減なし
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

02 営業外費用 03

020 その他雑支出

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

雑支出

・課税売上高5億円超及び特定収入割合5％超による資本的支出及びたな卸資産購入費に係る控除
対象外消費税の費用処理
・水道料金の還付事務

10,062 1,525 2,015 490 32.13%

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

1,525 2,015

・資本的支出及びたな卸資産購
入費に係る控除対象外消費税の
費用処理

・資本的支出及びたな卸資産購
入費に係る控除対象外消費税
の費用処理

・資本的支出及びたな卸資産購
入費に係る控除対象外消費税
の費用処理

・該当なし

計 10,062 1,525 2,015 490 32.13%

2,015うち、一般財源 1,525 490

・資本的支出に係る控除対象外消費税の増
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

03 特別損失 01

010 固定資産売却損

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

固定資産売却損

・固定資産を売却処分する際、売却価格が帳簿価格を下回った時の損失
（非現金支出）

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降 14 1 1 0 0.00%

1 1

固定資産を売却処分する際、売
却価格が帳簿価格を下回った時
の損失

固定資産を売却処分する際、売
却価格が帳簿価格を下回った時
の損失

固定資産を売却処分する際、売
却価格が帳簿価格を下回った時
の損失

・該当なし

計 14 1 1 0 0.00%

1うち、一般財源 1 0

・増減なし
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

03 特別損失 03

010 減損損失

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

減損損失

・固定資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった状態やその他固定資産の将来
の経済的便益が著しく減少した場合、減損の判定を行い、兆候があるときに、損失を計上するもの
（非現金支出）

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

1 1

減損の判定をし、兆候があるとき
には損失を計上する

減損の判定をし、兆候があると
きには損失を計上する

減損の判定をし、兆候があると
きには損失を計上する 0 1 1 0 0.00%

・該当なし

計 0 1 1 0 0.00%

1うち、一般財源 1 0

・増減なし
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

03 特別損失 04

010 その他特別損失

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

50 過年度損益修正損

87 減損損失

88 その他特別損失

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

特別損失

・その他の損失が生じた場合に支出するもの

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

1 1

その他の損失が生じた場合に支
出

その他の損失が生じた場合に支
出

その他の損失が生じた場合に支
出

・該当なし

13,135 1 1 0 0.00%

計 13,135 1 1 0 0.00%

1うち、一般財源 1 0

・増減なし
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 収益的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 水道事業費用 総合計画位置づけ

04 予備費 01

010 予備費

34 有形固定資産減価償却費

1 事業概要 35 無形固定資産減価償却費

36 固定資産除却費

37 たな卸資産減耗費

38 材料売却原価

39 雑支出

40 企業債利息

45 消費税及び地方消費税

46 不用品売却原価

2 全体計画 47 その他雑支出

48 固定資産売却損

87 減損損失

50 過年度損益修正損

56 予備費（３条）

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目

事業

予備費

・予算外の支出または、予算超過の支出に充てるための予備費

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

21,000 21,000 0 0.00%

21,000 21,000

予算外及び予算超過支出に充て
るもの

予算外及び予算超過支出に充
てるもの

予算外及び予算超過支出に充
てるもの

0

・該当なし

計 0 21,000 21,000 0 0.00%

21,000うち、一般財源 21,000 0

・増減なし
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

0 0 0



水道事業
令和７年度当初予算 資本的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 資本的支出 総合計画位置づけ

02 企業債償還金 01

010 企業債元金償還金

16 委託料

1 事業概要 20 路面復旧費

23 材料費

29 負担金

60 工事請負費

61 土地購入費

62 機械及び装置購入費

63 量水器購入費

64 車両運搬具購入費

2 全体計画 65 工具器具及び備品購入費

74 元金償還金

75 基金積立金

76 その他資本的支出

80 予備費（４条）

91 たな卸資産限度額

3 事業の自己評価

1 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

企業債償還金

570,300 634,218 632,265 △ 1,953 △0.31%

増減額 増減率
令和６年度 令和７年度

632,265うち、一般財源 634,218 △ 1,953

634,218 632,265

・将来に過度な財政負担を生じさせないために、プライマリーバランスの黒字を確保等することにより、
残高の縮減に努める必要がある。

・水道事業会計の企業債に対する元金の償還金

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

634百万円 632百万円 641百万円

増減率項 目

事業

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額

0 0 0

・過年度借入分に係る償還額の減
款 項 目 節 名称

計 570,300 634,218 632,265 △ 1,953 △0.31%

予 算 予 算



水道事業
令和７年度当初予算 資本的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 資本的支出 総合計画位置づけ

03 基金積立金 01

010 水道事業基金積立金

16 委託料

1 事業概要 20 路面復旧費

23 材料費

29 負担金

60 工事請負費

61 土地購入費

62 機械及び装置購入費

63 量水器購入費

64 車両運搬具購入費

2 全体計画 65 工具器具及び備品購入費

74 元金償還金

75 基金積立金

76 その他資本的支出

80 予備費（４条）

91 たな卸資産限度額

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

01 02 01 02 基金運用利息

会計 款

基金積立金

75 151 402 251 166.23%

増減額 増減率
令和６年度 令和７年度

0うち、一般財源 0 0

151 402

・令和4年度末において基金残高目標額である5億円に到達しているが、その後も同額の水準を維持
していく。

・秦野市水道事業基金の設置、管理及び処分に関する条例
【目的】拡張改良事業、災害復旧及び企業債の繰上げ償還の財源

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

・運用利息の積立 ・運用利息の積立 ・運用利息の積立

増減率項 目

事業

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額

151 402 251 166.01%

・預金利率の増による増
款 項 目 節 名称

計 75 151 402 251 166.23%

予 算 予 算

151 402 251 166.01%



水道事業
令和７年度当初予算 資本的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 資本的支出 総合計画位置づけ

03 基金積立金 01

020 職員退職給与準備基金積立金

16 委託料

1 事業概要 20 路面復旧費

23 材料費

29 負担金

60 工事請負費

61 土地購入費

62 機械及び装置購入費

63 量水器購入費

64 車両運搬具購入費

2 全体計画 65 工具器具及び備品購入費

74 元金償還金

75 基金積立金

76 その他資本的支出

80 予備費（４条）

91 たな卸資産限度額

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

01 02 01 02 基金運用利息

01 02 06 06 その他雑収益

会計 款

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額 増減率項 目 基金積立金

事業

・秦野市職員退職給与準備基金の設置、管理及び処分に関する条例
【目的】技能労務職員の退職給付金支払の財源

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

13,246 74

・運用利息の積立
・特別積立の実施

・運用利息の積立 ・運用利息の積立
・特別積立の実施

22,281 13,246 74 △ 13,172 △99.44%

・適正な管理に努めている。

計 22,281 13,246 74 △ 13,172 △99.44%

0うち、一般財源 0 0

・基金残高を考慮したことによる減
款 項 目 節 名称

令和６年度 令和７年度
増減額 増減率

予 算 予 算

25 74 49 198.85%

13,221 0 △ 13,221 皆減

13,246 74 △ 13,172 △99.44%



水道事業
令和７年度当初予算 資本的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 資本的支出 総合計画位置づけ

04 その他資本的支出 01

010 その他資本的支出

16 委託料

1 事業概要 20 路面復旧費

23 材料費

29 負担金

60 工事請負費

61 土地購入費

62 機械及び装置購入費

63 量水器購入費

64 車両運搬具購入費

2 全体計画 65 工具器具及び備品購入費

74 元金償還金

75 基金積立金

76 その他資本的支出

80 予備費（４条）

91 たな卸資産限度額

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

その他資本的支出

0 1 1 0 0.00%

増減額 増減率
令和６年度 令和７年度

1うち、一般財源 1 0

1 1

・国庫補助金等の過年度歳入に係る還付事務を適切に行う必要がある。

・国庫補助金等の過年度歳入に係る還付事務

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

国庫補助金等の過年度歳入に
係る還付事務

国庫補助金等の過年度歳入に
係る還付事務

国庫補助金等の過年度歳入に
係る還付事務

増減率項 目

事業

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額

0 0 0

・増減なし
款 項 目 節 名称

計 0 1 1 0 0.00%

予 算 予 算



水道事業
令和７年度当初予算 資本的支出予算要求書

5 要求状況等 単位：千円

水道事業会計 01 資本的支出 総合計画位置づけ

05 予備費 01

010 予備費

16 委託料

1 事業概要 20 路面復旧費

23 材料費

29 負担金

60 工事請負費

61 土地購入費

62 機械及び装置購入費

63 量水器購入費

64 車両運搬具購入費

2 全体計画 65 工具器具及び備品購入費

74 元金償還金

75 基金積立金

76 その他資本的支出

80 予備費（４条）

91 たな卸資産限度額

3 事業の自己評価

4 要求額の増減理由 単位：千円

会計 款

予備費

0 1,000 1,000 0 0.00%

増減額 増減率
令和６年度 令和７年度

1,000うち、一般財源 1,000 0

1,000 1,000

・該当なし

・予算外の支出または、予算超過の支出に充てるための予備費
・資本的支出は、第2項から第3項まで1項1目のため、予算が不足した場合他の科目から流用できな
いため、予備費を設けるもの

令和６年度予算 令和７年度予算 令和８年度以降

予算外の支出または、予算超過
の支出に充てる

予算外の支出または、予算超過
の支出に充てる

予算外の支出または、予算超過
の支出に充てる

増減率項 目

事業

節 名 称
令和５年度
決 算

令和６年度
予 算

令和７年度
予 算

増減額

0 0 0

・増減なし
款 項 目 節 名称

計 0 1,000 1,000 0 0.00%

予 算 予 算
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